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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 人権教育振興費

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 2,695 2,688 2,688 2,688 ▲ 7

財
源
内
訳

国 0

県 1,187 1,192 1,192 5

市債 0

その他 0

一般財源 1,508 2,688 1,496 1,496 ▲ 12

事業
概要

人権に係る地区懇談会や研究集会等を通じて啓発活動を推進するため、
人権教育推進員を配置するとともに、人権研究集会などに参加し、人権に
関する情報収集や学習を継続し、人権意識の高揚を図る。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

地域、学校、事業所等において人権問題に関する研修会を実施すること
で、一人ひとりの人権意識の高揚を図り、人権が尊重される明るく住みよい
まちづくりを推進して、あらゆる差別の解消を目指す。

その他

現状と
背景

平成１８年度から市内各地域の会館等を利用して、人権問題に係る地区懇
談会を小規模できめ細かく開催したり、事業所ごとの人権研修会で講義を
行うなど、市民の人権意識の高揚に努めている。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 男女共同参画施策推進事業

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 102 156 156 156 54

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 102 156 156 156 54

事業
概要

境港市男女共同参画センターの施設運営に伴う電話代等の必要経費
今年度
見直し
事 項

事業
目的

境港市男女共同参画センターは、住民同士の交流を通して行われる男女
共同参画の啓発活動の場と位置づけており、当センターの運営を無料で受
託している境港市女性団体連絡協議会の活動を支援する。

その他

現状と
背景

境港市男女共同参画センターは、男女共同参画社会を推進する市民団体
の活動拠点となっている。センター運営の安定した継続を図る必要がある。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 人権ふれあいフェスティバル事業

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 647 636 636 636 ▲ 11

財
源
内
訳

国 647 636 636 ▲ 11

県

636

0

市債 0

その他 0

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

市内の団体等と協働して人権ふれあいフェスティバルを開催し、市民の人
権意識の高揚を図る。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

人権を尊重する社会の実現を目指し、毎年それぞれの人権分野で活躍さ
れている講師を招き、講演会や人権標語などの展示を行うことにより市民の
人権意識の向上を図る。

その他

現状と
背景

実行委員を公募のうえ、実行委員会で計画・運営して開催している。人権
週間に合せて、市民の人権意識の高揚を図るため、バザーや人権パネル
の展示などと合せて、より多くの市民の参加を呼びかけ開催している。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 とっとり被害者支援センター負担金

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 109 105 105 105 ▲ 4

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 109 105 105 105 ▲ 4

事業
概要

事件や事故で被害に遭われた方々やその家族への総合的な支援を図る
法人の活動を支援する。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

犯罪被害者及びその家族又は遺族に対して、犯罪被害に関する相談事業
その他の支援事業を行うとともに、社会全体の被害者支援意識の高揚を図
り、もって地域安全や人権の擁護に寄与することを目的とする。

その他

現状と
背景

被害者支援センターの主な活動内容は、電話・面接相談、付き添いなどの
直接支援、自助グループへの援助、広報・啓発活動であり、県や市町村な
どで連携して支援している。県西部福祉保健局内には相談室を設置してい
る。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 人権教育推進事業補助金

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 276 263 263 263 ▲ 13

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 276 263 263 263 ▲ 13

事業
概要

人権教育を幅広く推進し、あらゆる差別を解消するため組織された境港市
人権教育推進協議会への補助金 今年度

見直し
事 項

補助金の減額（５％カット）

事業
目的

人権が尊重される社会を目指し、あらゆる差別を解消するための活動を
行っている境港市人権教育推進協議会の取組を支援し、人権尊重社会の
実現を目指す。

その他

現状と
背景

境港市人権教育推進協議会は、就学前と学校教育、社会教育の３つの部
会で構成され、それぞれが人権尊重社会の実現を目指して、人権教育の
研修会・講習会の開催、人権教育に関する資料の収集など、人権教育・人
権学習に取組んでいる。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 鳥取県人権文化センター負担金

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 428 428 428 428 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 428 428 428 428 0

事業
概要

人権尊重社会の実現を目指し、すべての人権に関する専門機関として設
置されている鳥取県人権文化センターの運営を支援する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

人権に関する専門機関として、県、市町村、民間団体等との密接な連携の
もとに人権啓発事業の展開を図る。

その他

現状と
背景

鳥取県人権文化センターでは、人権啓発調査研究事業、研修事業、啓発・
情報提供事業、人権相談事業など人権問題の解消、人権尊重の普及・啓
発に取り組んでおり、本市でも人権研修会の講師を依頼するなど連携して
行っている。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 西部地区人権・同和教育振興会議負担金

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 18 18 18 18 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 18 18 18 18 0

事業
概要

鳥取県西部地区の学校教育及び社会教育における人権・同和教育の推
進を図っている西部地区人権・同和教育振興会議の活動を支援する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

鳥取県西部地区の教育関係機関、部落解放同盟西部地区協議会が協力
して、市民の人権・同和教育の推進及び人権意識の向上を図る。

その他

現状と
背景

西部地区人権・同和教育振興会議では、人権・同和教育の推進を目指し
て人権関係者や行政関係者を対象とした研修会等を開催している。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 鳥取県人権教育推進協議会負担金

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 46 47 47 47 1

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 46 47 47 47 1

事業
概要

地域団体や企業、教育関係者、行政など県内のざまざまな団体等が参加
し、人権問題の研究・実践を報告しあう「人権人権尊重社会を実現する鳥
取県研究集会」を主催する鳥取県人権教育推進協議会に開催経費を支援
する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

鳥取県における学校教育、社会教育一体となった人権に係る研究集会を
支援し、また、市民も参加することで、さまざまな人権問題への取組状況の
情報交換を行い、市民の人権意識の高揚を図る。

その他

現状と
背景

人権教育の研究及び実践の交流、研究会・講演会の開催、研究調査、資
料の交換及び刊行、関係団体との連携を図るなど、県内の人権教育を推
進する大きな機関であり引き続き支援する。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 社会を明るくする運動補助金

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 45 43 43 43 ▲ 2

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 45 43 43 43 ▲ 2

事業
概要

罪を犯した人たちの更生と安全で安心なまちづくりを推進するため、社会を
明るくする運動境港市実施委員会の活動を支援する。 今年度

見直し
事 項

補助金の減額（５％カット）

事業
目的

犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深める活動
を推進することで、犯罪や非行のない明るい境港市を築いていく。

その他

現状と
背景

再犯率が高い現状から、罪を犯した人たちの更生について理解を深め社
会で支える必要がある。また、犯罪の低年齢化も危惧されており、小・中学
校で非行防止教室などの活動を実施している。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 人権擁護委員協議会補助金

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 129 129 129 129 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 129 129 129 129 0

事業
概要

人権擁護委員が行う人権相談や人権啓発活動の積極的な展開を支援す
る。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

人権相談や人権啓発活動を行う人権擁護委員の活動を支援することで、
人権が尊重された社会の実現を推進する。

その他

現状と
背景

人権相談所は毎月１回開設されている。また、街頭啓発活動など、市内で
の人権擁護活動を積極的に展開されている。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 男女共同参画推進活動費補助金

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 81 81 81 81 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 81 81 81 81 0

事業
概要

男女共同参画推進の原動力となる境港市女性団体連絡協議会の活動を
支援するとともに、無償委託した境港市男女共同参画センターの運営活動
を支援する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

 男女共同参画社会の実現を図るため、推進母体となる境港市女性団体連
絡協議会への活動支援を行う。

その他

現状と
背景

 引き続き、境港市男女共同参画センターの運営及び境港市女性団体連
絡協議会への活動を支援する。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 部落解放・人権政策確立要求実行委員会負担金

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 52 53 52 52 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 52 53 52 52 0

事業
概要

人権尊重を基軸とした政治の実現に向け「人権侵害救済法（仮）」の早期制
定などに取組む部落解放・人権政策確立要求鳥取県実行委員会への負
担金 今年度

見直し
事 項

事業
目的

鳥取県内における部落解放及び人権政策確立を促進する。

その他

現状と
背景

部落解放・人権政策確立のための学習会開催など、鳥取県内の部落解放
及び人権政策確立は必要であり、支援する。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 男女共同参画センター備品更新事業

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 21 0 0 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 21 0 0 0

事業
概要

境港市男女共同参画センターで使用しているファクシミリが、設置から10年
以上を経過し、たびたび不具合が起こるなど故障がちとなり、センター業務
の円滑な運営に支障が出ているため、更新する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

境港市男女共同参画センターは、住民同士の交流を通して行われる男女
共同参画の啓発活動の場と位置付けており、当センターの運営を無料で受
託している境港市女性団体連絡協議会の活動を支援する。

その他

現状と
背景

境港市男女共同参画センターは、男女共同参画社会を推進する市民団体
の活動拠点となっている。センター運営の安定した継続を図る必要がある。
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会計 一　般　会　計 所管課 地域振興課

款 総　務　費
事業名 人権の花運動事業

項 総務管理費

目 人権啓発費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 346 259 259 259

財
源
内
訳

国 0 346 259 259

県

259

0

市債 0

その他 0

一般財源 0 0 0 0 0

事業
概要

人権の花運動の実施を希望する市内３つの小学校において、児童が春に
人権の花を植え、育てる。生育状況を見ながら、人権学習会や写生会等を
行う。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

子どもたちが花を植え、育てる活動を通じて豊かな情操を育み、生命を大
切にする心、思いやりの心を育てる。また同時に、人権に対する関心を高
める。

その他

現状と
背景

人権の花運動は、法務省と全国人権擁護委員連合会が全国的に取り組んでいる
人権啓発活動のうちの一つで、主に小・中学校の児童・生徒を対象とした運動で
ある。同運動は、昭和５７年から全国的に実施されている。
米子人権啓発活動地域ネットワーク協議会の構成市町村（鳥取県西部管内全市
町村）が、毎年、輪番制で実施しており、平成２５年度は境港市が実施する予定と
なっている。


